
「公共工事」においては表1中の品目ごとの判断の基準）を満たすものを示す。

４）特記事項に記載の (   ) 内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

３）特記事項に記載の [     ] 内表示番号は、改修標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

（２）電気設備工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、電気設備工事及び機械設備工事はそれぞれの工事特記仕様書を

適用する。なお、電気設備工事の特記仕様書は（　 ／　 ）図、機械設備工事の特記仕様書は（　 ／　 ）図による。

（３）本特記仕様書の表記

○

１）項目は、・ 印の付いたものを適用する。

無 　　対象部分（　　　 　　　）

　　　指定部分工期　　　年　　月　　日

１．共通仕様

２．敷地面積

１．工事場所

・ 印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。

２）特記事項は、・ 印の付いたものを適用する。

５） 　 印は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成12年法律第100号）に基づく環境物品等の

調達の推進に関する基本方針（平成31年2月8日閣議決定)に定める特定調達物品における判断の基準（特定調達品目

特 記 仕 様 書

Ⅰ  　工事概要

Ⅱ 　建築改修工事仕様

○

項　　目 特　　記　　事　　項章

一
般
共
通
事
項

470.22㎡ 

沖縄県 八重山郡竹富町古見

ファイルで作成し、提出する。

１. 情報共有システム

・本工事は、情報共有システム対象外工事である。

詳細は「自然公園等整備工事及び業務の情報共有システム運用要領（案）」による。

※本工事は、情報共有システム利用対象工事である。

(１)図面及び本特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、○を付

けたものを適用する。

○ 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）令和7年版（以下、「改修標準仕様書」という。）

○ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）令和7年版（以下、「標準仕様書」という。）

○ 建築工事標準詳細図（令和4年版）（以下、「標準詳細図」という。）

・建築物解体工事共通仕様書（令和4年版）

○

○

○

1

·

・ 適用区分

種別　 ( ・ A 種　・ B 種　・ C 種　・ D 種  ・ E 種 )

・材料、撤去材等の運搬方法

防護シート

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

  別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における2の(2)手すり据置方式

  又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

・

外部足場

 [2.2.1]　       足場等

・設置しない

・設置しない

　[表2.2.1]

     C種：利用可能なエレベーター　（・図示による　・　　　 　　） 　

  D種：利用可能な階段　　　　　（・図示による　・　　 　） 

・設置する　　（設置範囲　・工事に必要な範囲　・図示による　・ 　）

・設置する 　（設置範囲　・工事に必要な範囲　・図示による　・　　 　）

内部足場　　 ・設置する　（※ 脚立、足場板等　・ 　）　・設置しない　　

・防音パネル

・防音シート

防音パネル等を取り付ける足場等の設置範囲仮
設
工
事

2

・図示による ・　

・  [2.1.3]騒音・粉じん等の対策

・ 放射線透過試験

労働安全衛生法、「電離放射線障害防止規制」（昭和47年労働省令第41号）等に定める

ところによるほか、次による。

（1）作業主任者は、エックス線作業主任者の資格を有するものとし、資格を証明するもの

とし、資格を証明する資料を監督職員に提出する。

（2）放射線照射量は最小限のものとし、照射中は人体に影響のない程度まで照射器より離

れる。また、作業者以外の立入禁止措置を講ずる。

（3）露出時間は、コンクリートの厚さ等により、適宜調整する。

（4）付近にフィルム、磁気ディスク等放射線の影響を受けるものの有無を確認する。

（5）躯体の墨出しは、表裏でズレがないように措置を講ずる。

撮影枚数　    枚　

・ 探査機（電磁波レーダー法又は電磁波誘導法）による探査

配管・配線等の位置の墨出を行う

コア抜き、はつり工事等

※ 既存資料調査

範囲　※図示による

コンクリート厚さ ㎝

フィルムサイズ

化学物質の濃度測定

  ゼン、スチレンの濃度を測定し、測定結果を監督職員に報告する。

（３）測定方法は、現場説明書による。

（４）測定結果の報告は、現場説明書による。

（２）測定対象室及び測定箇所数等は下記による。

（１）施工完了後、引渡前に室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、 エチルベン

・  (1.5.9)（1.7.9）

  着工前の測定      ・ 行う　　　　　　　・行わない

   測定対象室   ・ 図示による    ・　

  測定箇所数     ・ 図示による   ・　

・積雪荷重

地表面粗度区分                  （　・ Ⅰ　・ Ⅱ　・ Ⅲ　・ Ⅳ　）

・ 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。 

風圧力

風速（Vo=46　　m/s）

 平成12年5月31日建設省告示第1455号における区域　別表（　　）

・ 施工条件  (1.3.5)[1.3.5]
・施行順序

（ 　　　）

・工事用車両の駐車場及び資機材の置き場所

（ 　　　）

・  (1.4.1)[1.4.1]環境への配慮

④ ①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、

① 合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、 パーティク

 材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用す

③ 接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－プチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含

を指す。

 、次の①から④を満たすものとする。

(１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に

(２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは

次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料

② 接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用

①建築基準法施行令第20 条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデ

ヒド発散建築材料以外の材料

②建築基準法施行令第20 条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

③建築基準法施行令第20 条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

④建築基準法施行令第20 条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

ルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、

する。

とする。

る。

 塗料、仕上塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない

アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したもの

有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

（１）本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能

    を有するものとする。

（２）備考欄に商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、同等品を使

（３）標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の指定する工法と

    する。

事項を満たすものとし、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価さ

れたことを示す書面を提出して監督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等名が記載されて

①品質及び性能に関する試験データを整備していること。 

②生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。 

③安定的な供給が可能であること。 

④法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。 

⑤製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。 

⑥販売、保守等の営業体制を整えていること。 

（５）製造業者等に関する資料の提出を求める材料 

　　用する場合は監督職員の承諾を受ける。

いるものは、証明となる資料等の提出を省略することができる。

 (1.4.2)[1.4.2]・ 材料の品質等

（４）本工事に使用する材料のうち、（５）に指定する材料の製造業者等は、次の①から⑥すべての

・ 石綿含有建材の調査 [1.5.1]

調査

貸与資料（　　　 　　）

・分析による石綿含有建材の調査

※石綿含有建材の事前調査

工事着工に先立ち、あらかじめ関係法令に基づき、石綿含有建材の事前調査を行う

分析対象

アクチノライト、アモサイト、アンソフィライト、クリソタイル、クロシドライト、

トレモライト

サンプル数　　1箇所あたり3サンプル

採取箇所

・図示による 　・　

・ 埋設配管・配線および

鉄筋調査

あと施工アンカー工事

6章および8章による

既存部分の養生・  [2.3.1]

・既存部分 　　養生の方法（※ビニルシート、合板　・　　 　　）

・既存家具、既存設備等 　養生の方法（※ビニルシート等　・　　 　　） 

・既存ブラインド、カーテン等　養生の方法（・ビニルシート等　・ 　　） 

     保管場所　（・図示による　・　　 　　） 

・固定された備品、机、ロッカー等の移動　（・図示による　・ 　　）  

養生の方法等

既存部分に汚染又は損傷を与えるおそれのある場合は養生を行う。また、万一損傷等を与えた

 場合は、受注者の責任において速やかに修復等の処置を行う。 

　[2.3.2][表 2.3.1]・ 仮設間仕切り

仮設間仕切り及び仮設扉の設置箇所　・図示による　・　

仮設間仕切りの種別と材質等

仕上げ（厚さmm）

・ 片面

防炎シート

・ なし

種別 塗装 充填材

グラスウール

※C種

・B種

・A種
・せっこうボード

種類（・ ）

厚さ（・ 　　mm　※9.5mm）

・合板

・合板（・ 　　㎜　※9.0mm）

材種（・ ）

厚さ ㎜

仮設間仕切りに設ける仮設扉の材質等

※合板張り程度※木製
・ 片面・ ・ 

・ か所・ 無し

・図示による

材質 仕上げ 塗装 備考

改修工事設計図

○屋根改修工事　一式
鉄筋コンクリート造　2階建　建築面積　470.22㎡　延べ面積　704.22㎡

５．指定部分

６）「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に基づき、国立公園等施設への木材利用量について、Excel・Word

□Ｇ

Ⅲ 　現場及び技術に係わる事項

令和７年４月

1

令和8年度西表野生生物保護センター屋根改修工事

３．工事種目

４．改修内容 ○屋根改修工事・・・

・屋根に繫茂した雑木や土砂等の堆積物を除去する。

・モルタルを使用して劣化した瓦下地を修繕する。樹木の根が下地まで入り込んでいる

場合は、下地及び根を撤去した後に修繕する。

・漆喰の仕上げ塗りを行う。

○

○

○・ 

○○

○

○ ○

(   )種

山高、山ﾋﾟｯﾁ

・重ね形 

・はぜ締め形

・かん合形 

※鋼板製 

・ｱﾙﾐﾆｳﾑ

合金板製 

・ 折板葺 (13.2.2)(13.3.2,)(表 13.2.1)

による区分

・ 長尺金属板葺 (13.2.2、3)

・心木なし瓦棒葺 ※JIS G 3322の

屋根用ｺｲﾙ  

 備考
 (mm)
 厚さ塗膜の耐久性の種類、

めっき付着量

・

(着色　・有）

・立平葺 ・蟻掛葺 

・横葺

板及びｺｲﾙの種類  施工箇所    屋根葺形式

・アスファルトルーフィング 940

・ 改質アスファルトルーフィング下葺材

(・一般ﾀｲﾌﾟ　・複層材ﾀｲﾌﾟ　・粘着層付ﾀｲﾌﾟ）

下葺材料　　

横葺きの場合のけらば納め

・つかみ込み納め ・けらば包み納め

工法 

　1章 適用区分による風圧力の（・1　　 ・1.15 ・1.3)倍の風圧力に対応した工法

雪止め

・ ）・設置する（施工場所　・図示

・設置しない

 　施工箇所 　形式

山ﾋﾟｯﾁ 山高
る区分
耐力によ

る区分
材料によ

 (mm)
 厚さ

軒先面戸板 　性能
　耐火

・

・有り

・無し

・30分

・無し

・ ・

材料　折板の材質の種類（・JIS G 3322の屋根用（着色　・有） 　

    塗膜の耐久性の種類、めっき付着量（・5類(AZ150） 

・1.15 ・1.3)倍の風圧力に対応した工法

・行わない 

工法 

1章 適用区分による風圧力の（・1

耐雪性能に対応した工法の適用
・適用しない

※けらば包みによる方法

雪止め
・設置する　（形状及び施工箇所　・図示による ・ ）
・設置しない

13
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・0.4

・0.5

・適用する
折板のけばら納め

断熱材張り
・行う　　(断熱材の種別：　 　　厚さ(㎜)　　　　　防火性能　　 　　） 

JISA5208に基づく凍害試験等

(13.4.2、3)

よる区分

・適用しない

よる区分 よる区分

・適用しない

・ 粘土瓦葺

　施工箇所

種類

   雪止め瓦  産地
　の種類
　役物瓦

寸法に形状に製法に

・適用する

・適用する

桟瓦の防災瓦の使用　　・適用する ・適用しない

・行う ・行わない

瓦桟木　材質　※杉　・ 　　

　　　・   寸法　※幅21×高さ15(mm)以上

棟補強用心材　材質　※杉　・ 　

　　・     寸法　※幅40×高さ30(mm)以上　

瓦緊結用釘及びねじ

  種類（　　　　　）　径（　 　　）　長さ（　 　　）

棟補強等に使用する金物等

　材質　・ステンレス製　　・溶解亜鉛めっき処理うを行った鋼製

形状、寸法及び留付け方法

・1.3）倍の風圧力に対応した工法

※従来と同様

工法

1章 適用区分による風圧力の（・1　　　・1.15

風圧力又は地震力に対応した瓦の緊結方法等瓦桟

木の留付け工法

棟の工法

・モルタル

・7寸丸伏せ棟又はF形用冠瓦伏せ棟

・のし積み棟　　　　・

置戸、雀口、葺土の露出する瓦接合部に仕上げを施す場合

・瓦葺き用しっくい

　　）　
とい　その他材種　　　　・配管用鋼管　・硬質ポリ塩化ビニル管　

・ とい (13.5.2、3)(表 13.5.4)

・ルーフドレン　・表面処理鋼板（表面及び裏面の塗膜の種類　・

・
とい受金物

　材種  ※標準仕様書表13.5.2による（溶解亜鉛めっきを行ったもの）　

　形状　※市販品（とい径 100以下）
　　25×4.5(㎜)以上（とい径 100 を超えるもの）　　　・　

　取付け間隔　　※標準仕様書表13.5.2による

　・　

足金物

　・　

防露材のホルムアルデヒド放散量

多雪地域　　・適用する ・適用しない

・　※F☆☆☆☆　　

鋼管製といの防露巻き 　※標準仕様書表13.5.4による） 

ルーフドレンの種類及び呼び

※ねじ込み式

※ねじ込み式

※ねじ込み式

※ねじ込み式

※差し込み式

※差し込み式

種別 呼び

・80 ・100

・125 ・150

・80 ・100

・125 ・150

・50 ・80 ・100

・50 ・75 ・100

・50 ・75 ・100

・50 ・80 ・100

・ろく屋根用たて形I型

・ろく屋根用横形I型

・バルコニー用

・バルコニー中継用

　　施工箇所

　材種  ※標準仕様書表13.5.2による（溶解亜鉛めっきを行ったもの）　

　形状　※市販品　　・　

　取付け間隔　※標準仕様書表13.5.2による

○・ 

○・ 

○ 

○ 

○・ 



1階平面図

改修範囲
平瓦 126㎡ 棟・隅棟 23㎡
・雑木、土砂等の除去 ・下地（モルタル）修繕
・下地（モルタル）修繕 ・漆喰仕上げ
・漆喰仕上げ



2階平面図

改修範囲
平瓦 327㎡
・雑木、土砂等の撤去
・下地（モルタル）修繕
・漆喰仕上げ



断面図

改修範囲
平瓦 126㎡ 棟・隅棟 23㎡
・雑木、土砂等の除去 ・下地（モルタル）修繕
・下地（モルタル）修繕 ・漆喰仕上げ
・漆喰仕上げ

改修範囲
平瓦 327㎡
・雑木、土砂等の撤去
・下地（モルタル）修繕
・漆喰仕上げ


	図面西表
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3

	図面西表
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3

	図面西表
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3




